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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，児童期の問題行動と向学校的行動を明らかにし，問題行動を抑止
し，向学校的行動を促進する教師の関わりを３年間にわたる縦断調査によって検討することであった。本研究か
ら，５因子から構成される問題行動尺度を構成した。また，３因子から構成される向学校的行動尺度を構成し
た。問題行動を抑止し，向学校的行動を促進する教師の関わりは，年次によって異なっていた。小４では学習面
の関わり，小５では事後的関わり，小６では事後的関わりと学習面の関わりが問題行動を抑止した。また，小４
では能動的関わり，事後的関わり，学習面の関わり，小５では学習面の関わり，小６では能動的関わりが向学校
的行動を促進した。

研究成果の概要（英文）：This purposes of the present study were to develop a problem behavior scale 
and pro-school behavior scale. This study examine the scale's reliability and validity. This study 
was planned as a longitudinal study. This study was longitudinal study over 3 years from elementary 
school fourth grader to elementary school sixth grader.  This study constituted a problem behavior 
scale and pro-school behavior scale in childhood.  And then, this study clarified the relationship 
between student guidance and school adaptation at elementary school. 

研究分野：教育心理学，発達心理学
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景	
	 筆者は，中学生の問題行動を抑制するメカ
ニズムを 2 つの生徒指導(能動的関わりと事
後的関わり)と 2つの行動指標(問題行動と向
学校的行動)から検討してきた。その結果，
(1)教師による生徒への能動的な関わりが学
校適応を促進する効果があること，(2)生徒
指導によって問題行動を直接減らそうとす
るのではなく，向学校的行動を促進すること
を通して間接的に問題行動を抑制させる間
接的問題行動抑制モデルが効果的であるこ
とを明らかにした。中学校の学校生活は，小
学校の学校生活が土台となっている。児童期
を対象とした学校適応研究も積み重ねてい
く必要がある。	
	 そこで，申請者が中学生を対象にして明ら
かにした間接的問題行動抑制モデルを，小学
生を対象にした調査によって検討すること
で，児童期から思春期にかけての学校適応を
明らかにすることができる。	
２．研究の目的	
	 本研究は，申請者が中学生によって明らか
にした間接的問題行動抑制モデルを，小学生
を対象にしたモデルによって検討し，児童期
にも一般化することが可能かどうかを検討
する。そして，児童の問題行動のメカニズム
や児童の問題行動を抑制するメカニズムを
明らかにすることが目的である。 
	 この調査は，３つの研究から構成されてい
る。まず研究１では，児童期の向学校的行動
尺度，問題行動尺度に関する項目を収集する
ため，教員３名に面接調査を実施した。 
	 次に研究２では，児童期の向学校的行動尺
度，問題行動尺度を構成した。 
	 最後の研究３では，小学校４年生から小学
校６年生までの３年間において，向学校的行
動の得点と問題行動の得点がどのように関
連しているのかを明らかにした。さらに，問
題行動を抑制し，向学校的行動を促進するた
めの生徒指導を年次ごとに検討した。 
３．研究の方法	

（研究１）	
調査協力者と時期	 首都圏にある公立小学
校で管理職経験のある教員１名，東海地方に
ある公立小学校で管理職経験のある教員２
名，合計３名に面接調査に協力してもらった。
また，公立小学校と公立中学校で勤務経験の
ある教員１名には，面接調査から得られたプ
ロトコルを分類する作業に協力してもらっ
た。２０１５年５月，６月，８月に面接を行
った。	
調査内容	 面接では，半構造化面接を用いた。
２つのことを中心にして半構造化面接を行
った。１つ目は，小学校において，教員の目
からみて問題だと判断する児童の行動であ
った。２つ目は，小学校において児童が学校
生活を頑張っていると教員が感じるときの
行動であった。	
（研究２）	
調査協力者と時期	 公立小学校９校で調査

を実施した。４年生３６７名（男子１７２名，
女子１９５名），５年生４１１名（男子２１
５名，女子１９６名），６年生３２４名（男
子１５８名，女子１６６名）であった。２０
１６年３月に調査を実施した。	
分析内容	 研究１で明らかになった学校内
問題行動に関する項目２４項目，向学校的行
動に関する項目２２項目であった。あなたは
ここ１年間で以下のことをどれくらいした
ことがありますか？という教示のもと，ぜん
ぜんない（０点）から何度もある（３点）ま
での４件法で回答を求めた。	
（研究３）	
調査協力者と時期	 公立小学校５校の児童
であった。３回にわたる縦断調査に回答のあ
った児童１８４名（男子８０名，女子１０４
名）を分析対象とした。この１８４名は，第
１回目の調査時に４年生であり，４年生（２
０１６年３月に調査実施），５年生（２０１
７年３月に調査実施），６年生（２０１８年
３月に調査実施）の３回にわたる縦断調査に
回答があった。	
分析内容	 研究２で明らかになった学校内
問題行動尺度，向学校的行動尺度に加え，教
師の関わり尺度（能動的関わり，事後的関わ
り，学習面の関わり）について分析を行った。	
４．研究成果	
（研究１）	
	 管理職経験のある教員３名に対して実施
した面接から得られたプロトコルの中から，
児童の問題行動に関するエピソードを抽出
した結果，３６個のエピソードが得られた。
児童の向学校的行動についても同様に，エプ
ソードを抽出した結果，２２個のエピソード
が得られた。小学校と中学校の両方での勤務
経験がある教員１名が，問題行動に関する３
６のエピソード，向学校的行動に関するエピ
ソード２２個を，分類した。その結果，問題
行動の下位カテゴリーとして，非行，いじめ，
対教師的行動，衝動性，こだわり，集団行動
に苦手さ，役割放棄，不注意の８つのカテゴ
リーが得られた（表１）。	

表１ 小学生の問題行動についての分類 
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 向学校的行動の下位カテゴリーとして，学
校生活，集団生活における他者との関わり，
学習面の３つのカテゴリーが得られた（表
２）	

表２ 小学生の向学校的行動についての分類 

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

（研究２）	
	 研究１の面接調査で得られた結果（表１，
表２）をもとに，問題行動尺度と向学校的行
動尺度の構成を行う。表１と表２から得られ
た項目を用いて，アンケート調査を実施した。	
	 学校内問題行動に関する２４項目に対し
て，因子分析（主因子法，プロマックス回転）
を行った。その結果，“友達の悪口を言う”
などの項目から構成されている対友人的問
題行動，“授業中，イスに座っていられない”
などの項目から構成されている対学校的問
題行動，“先生の指示にしたがわない”とい
った項目から構成されている対教師的問題
行動，“授業中，授業とは関係のないことを
考えている”などの項目から構成されている
授業関連の問題行動，“自分が苦手なことは
やらない”などの項目から構成されているこ
だわり問題行動，以上の５因子が抽出された
（表３）。	
	

表３ 学校内問題行動の因子分析結果 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
次に，向学校的行動に関する２２項目に対し
て，因子分析（主因子法，プロマックス回転）
を行った。その結果，“授業中に発言する”
などの項目から構成されている学校生活関
与行動，“帰ったら，連絡帳を見て次の日の
学校に必要なものを準備する”などの項目か
ら構成されている計画的学校生活行動，“み
んなで協力して行事（運動会，学芸会，音楽

会）に参加する”などの項目から構成されて
いる学校行事への関与行動，以上の３因子が
抽出された（表４）。	
	

表４ 向学校的行動の因子分析結果 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

（研究３）	
	 研究２で構成した尺度を用いて，４年次，
５年次，６年次と進級するにつれて，問題行
動と向学校的行動がどのような関係になっ
ているのかを明らかにする。また，問題行動
を抑制し，向学校的行動を促進する教師の関
わりを年次ごとに明らかにする。	
	 表３と表４の結果から，学校内問題行動尺
度，向学校的行動尺度，ともに因子間相関が
高いため，各尺度について因子を合算し得点
を算出した。問題行動尺度は，５つの因子を
合算し，得られた得点を問題行動得点とした。
向学校的行動尺度は，３つの因子を合算し，
得られた得点を向学校的行動得点とした。	
これによって，全体の傾向を示すこととした。
小４，小５，小６と進級するにつれて，各年
次の問題行動と向学校的行動にどのような
関連があるのかを調べるため，重回帰分析を
行った。統計的に有意だったパスのみを図１
に示した。	
	
	
	
	
	
	
図１ ３年間の縦断調査からみる問題行動と向
学校的行動の関連 
	
	 小４の問題行動は小５の問題行動と正の
関連があり，小５の問題行動は小６の問題行
動と正の関連があった。また，小４の向学校
的行動は小５の向学校的行動と正の関連が
あり，小５の向学校的行動は小６の向学校的
行動と正の関連があった。向学校的行動と問
題行動の影響関係は見られなかった。	
	
	 次に，問題行動を抑止し（表５），向学校
的行動を促進する（表６）教師の関わりを，
年次ごとに分析した。問題行動については
（表５），小４では学習面の関わりが問題行
動に負の影響を与えていた。小５では事後的
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関わりが問題行動に負の影響を与えていた。
小６では事後的関わりと学習面の関わりが
問題行動に負の影響を与えていた。	
	

表５ 教師の関わりと問題行動の関連 
	
	
	
	
	
	
	
	 向学校的行動については（表６），小４で
は，能動的関わり，事後的関わり，学習面の
関わりの３つが向学校的行動に正の影響を
与えていた。小５では，学習面の関わりが向
学校的行動に正の影響を与えていた。小６で
は，能動的関わりが向学校的行動に正の影響
を与えていた。	
	

表６ 教師の関わりと向学校的行動の関連 
	
	
	
	
	
	
	
	
	 児童期の問題行動を抑止し，向学校的行動
を促進するためには，子どもの発達に合わせ
た教師の関わり方が必要であることが明ら
かとなった。	
	 今回の調査結果は，小学校４年生から小学
校６年生までの３年間の縦断調査によって
明らかにされたものである。中１ギャップや
小中一貫教育においては，児童期から思春期
にかけての移行期から，学校適応を捉える必
要性が指摘されている。今後は，児童期から
思春期にかけての移行期を捉える縦断調査
を行い，研究を積み上げる必要があるだろう。	
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